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ま え が き

わが国 における産業の情報化は、企業あるいは企業 グループ(系 列)

を軸 に大 きな発 展 を見せ 、 企 業経営の体質強化が図 られてきました。 し

か し、 これか らの電子商取引(エ レク トロニ ックコマ ース:EC)時 代 に

おいて は 、企 業や企 業 グル ー プの枠 を乗 り越 えた情報交換 を促進す る新

たな情報化 に注 目が集 ま りつつあ ります 。電子 データ交換(EDI)に つ

いて も、 そ う した企 業 間 の情 報交換 を実現す る道具(ツ ール)と して、

その重 要性 が 改 めて認識 されてきてお ります。

今 日、EDIは 企 業 や業 界 に確 実 に浸 透 して きてお ります。EDI普 及 の

ため に産業 情報 化 推 進 セ ン ター(CII)が 中心 になっ て開発 したCII標 準

は、予 定 を含 めて約20の 業界 が 採用 を決め てお り、実質 的国内標準 とな

りつ つあ ります 。 しか し、今後、 一層 のEDIの 普 及 と、EDIの 業 際化 、

国際化 を よ り円滑 に推 進 してい くためには、各企業において全社的な理

解 を得 ることが極 めて重要 と考え られてお ります。

この冊子 は、 いわゆ るEDIの 導 入 や運用 のた めの専 門書で はあ りませ

ん。企業経営 におけるEDIの 重 要性 を理 解 して いた だ くた め に編集 した

ものです 。そのため、専 門的用語の使用を極力避 け、平易 な言葉で表現

するように努めま した。本冊子 をとりまとめ るにあた りご指導いただ き

ま した通商産業省、EDI推 進 協 議会 、 並 びに関係 各位 に感 謝の意 を表 し

ます とともに、本冊子が 当分野に関心 を持つ多 くの方 々の参考 とな り、

EDIの 発 展 の一助 となれ ば幸 いです。
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1.企 業間 ネ ッ トワー ク時 代 の到来 一取引形態の変化 ・

1960年 代 半 ば頃 よ り産 業 の情報化 が急速 に進展 し、各企業は積極的に

コンピュータの導入 に努め ま した。その結果、今や多 くの企業 において

定型的業務 はコンピュータにより行 われています。

情報化 の進展 に伴 い、企業間取引などにお ける情報の伝達方法 も着実

に進歩 して きてお ります。紙(帳 票、書類 等)あ るいは電子 媒体(磁 気

テー プ、 フロ ッ ピー デ ィス ク)を 使 って情 報 を伝 えるので は な く、各企

業のコン ピュータをオンラインにより接続 して、直接行 う情報交換が浸

透 しつつ あ ります。 このオ ンライン処理 は、情報交換の 「正確性」と「迅

速性」 を同時 に向上 させ る もので、業務の効率化 を目指す企業にとって

欠 くことので きない環境 と言えます。

しか し、その初期 の段階(図 表1の 第3段 階)で は、あ る企業 が、 自社

の オン ライ ンシステムの延長 として、他社 に自社端末を置いて もらった

り、独 自規約 によるコンピュータ接続 を行 っている、 ということが多 く

見 られます。 しか し、 この段階は、 コンピュータ間接続 による企業間情

報ネッ トワークが社会的な インフラス トラクチ ャと して整備 されている

段階 とでは根本的な違 いがあ ります。

それで は、単なる企業オ ンラインシステム の延長、言い替 えれば、「標

準化 されていないオンラインシステム」の問題 を考えてみます。
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正確性向上

第4段 階:企 業 間 ネ ッ トワ ー ク

(新 しい社会基盤(イ ンフラス トラクチャ))

迅速=性向上

第3段 階:企 業 オ ン ラ イン シス テム

の 延長

・オンライン端末を取引先に設置

・独自規約によるコンピュータ接続

嶽鑛藷熟 A社 の コンピュータ率B社 のコンピュータ

第2段 階:電 子媒体の交換

i雛≧
、A社 のコンピュータから他の媒体に複製十 媒体の移動麟

第1段 階:帳 票 ・書類の交換

A社 の コンピュータか ら紙に出力 傘 紙の移動 麟 再びB社 のコンピュータに入力

図表1取 引形態の変化
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2.標 準 化 さ れ て い な い オ ン ラ イ ン シ ス テ ム の 限 界(1)一 多端末現象と変換地獄一

標準化 され ていない オンライ ンシステムの問題 を具体 的に考 えてみ

ます。A社 、B社 、C社 と取 引 を行 って い るZ社 は、 各 社 の オン ライ ン

シス テ ム に接続 された専用 端末 を、同社内 に置 き、各社の様 式(フ ォ

ー マ ッ ト)に 従 っ た 帳 票 を受 け取 って い る とします。 この場合 、Z社

の オ フ ィス が 各社 の端 末 で埋 め 尽 くされ る とい う 「多端末現象」 が発

生す る可能性 があ ります。 また、Z社 に と って は、各 社 の様 式 で 表 現

されている データを自社様 式 に変換 しなければな らない、 とい う 「変

換地獄」 が待 ってい ます。

この結果、業務効率化 を 目的にコンピュー タ化 を進めたに もかかわ ら

ず、逆 にZ社 に と って は、業務 効率 を低下 させ る場合 もあ り得 ます。

企業活動 に一層 の合理化が求められている今 日では、 自社 内の効率化

だけで はな く、取引先 との連携 によってよ り トータルな合理化 を進める

ことが重要 になって きてい ます。前述 した現 象が進むことは、 この トー

タルな合 理化 を阻害 し、コ ンピュータ化その もの を後退 させ かねません。

したが って、取引当事者 間の十分な話 し合 いの もとで情報化 を進め、 こ

の ような現象が起 こらないように配慮す る必要があ ります。
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図表2多 端末現象と変換地獄
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3.標 準 化 さ れ て い な い オ ン ラ イ ン シス テ ム の 限 界(2)・ 拡張性 と経済性 ・

産業社会が急激に変化する中で、企業は新たな事業の創出と、新たな

取引相手を見い出すことが求められています。そうした新たな取引相手

とも、オンラインで情報交換 を行 う必要性が当然生 じます。また、業務

内容を見直 したり、複数の企業間の連携を強化するために、オンライン

で交換する情報の内容を変更 ・追加 したり、情報を交換 ・共有すること

も積極的に考える必要があると思われます。

各社が独 自の規約で運用 しているオンライ ンシステムでは、 こうした

新たな産業社会 の要求、す なわちネッ トワー クを柔軟 に拡張す るという

要求に対 して十分 には応 え られません。独 自規約によるオンラインシス

テム を拡張 してい く場合、経済的な問題が発 生 します。新たな取引相手

ごとに、交換する情報の様 式 を変換するプログラムを作成す るコス トは、

取引相手が増 えるほど大 きな負担 となって きます。

産業情報化推進センターの試算では、新た に企業間ネッ トワークを構

築する際、各社が独 自規約 を用いて企業間をオンラインで接続すると日

本全体 で約15.5兆 円 を要す るの に対 し、標 準 を導入 することに よって、

多 く見積 もって もこの コス トを3兆 円以 下 に削減 す る こ とがで きます 。

また、標準的な規約等 を定 めるために必要な 開発 コス トを約60億 円 と試

算 して い ますが、 そ の恩 恵 として節約できるコス トに比べれ ば、わずか

なもの と言 えます。
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EDゾが拓 ぐ新 情報 ネ ソ みワーク社 会

各社が独自規約でオンラ
インシステムを構築

共通規約でオンライン

システムを構築

約15.5兆 円

各社が負担す るオン

ライン接続 の ための

コス ト

十

靹
約60億 円

標準の規約等 を共同で

開発するためのコス ト

出典:産 業情報化推i進センター 「EDI導入の効果に係わる一考察」(平 成6年6月)

図表3オ ンライン システムの構 築 コス ト
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これまで に示 した問題点 を解決するには、企業や業界 にとって開かれ

た標 準的な企業 間ネッ トワークを構築す ること、すなわちEDIを 広 く普

及 させ る こ とが必 要 とな ります。 ここで大切 なことは、ネッ トワークを

構築す るための各種規約(広 義 の ビジネス プ ロ トコル)、 す な わち通信

手順 や企 業 間で交換する情報の様式(フ ォー マ ッ ト)な どを標 準化 し、

それ らを社 会 の インフラス トラクチャとして利用 してい く、 という合意

を形成す ることです。

現在、わが国ではCII標 準(CIIシ ン タ ックスル ール とそ れ に基づ く標

準メ ッセージ)が 、 国 内EDIの 実 質的 な標 準 として認 め られ て きてお り

ます。CIIシ ン タ ックス ル ー ル に基 づ いた標準 メッセ ージ を開発 してい

る業界 はお よそ20に 達 し、今 後 の 更 な る業 際EDIへ の発 展 が期 待 されて

い ます。

CII標 準 に よるEDIを 行 う場 合 は、CII-EDIサ ー ビス を提 供 してい る

VAN(付 加 価 値 通信網)事 業者 との契約 が完了す れ ば、EDIの ため の通

信環 境 が 整 うこ とに な りま、す。CIIシ ン タッ クス ル ー ル に基 づ く標 準 メ

ッセージ フォーマ ッ トと自社 システムのメッセージフォーマ ッ トを相互

に変換す るツール(ト ランス レー タ)も 、す で にパ ソコン用 か らメイ ン

フ レーム用 まで幅広 く提供 されています。

(参考)EDI(ElectronicDataInterchange:電 子 データ交換)は 、通 商産業省 「電子計算機相互運用

環境整備委員会」(平 成 元年度)で 、 「異 なる組織 間で、取 引のため のメ ッセ ージ を、通信回線 を介

して標準的な規約(可 能 な限 り広 く合 意され た各種規約)を 用いて、 コン ピュー タ(端 末 を含 む)間

で交換す ること」 と定義 されてい ます。
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今 日、わが国では多 くの企業や業界 においてEDIの 導 入 が進 ん で きて

お ります。 そ の多 くは、 まず受発注業務に代表 される南流 にEDIを 導入

し、そ の後 に物流 、 さ らには支払 ・請求等の金流 を含めた総合的なEDI

の確 立 を目指 してい ます 。 この ようにEDIに 対 するニー ズ が確 実 に拡 大

して きて いる中で、(■1標 準 の重 要性 は今 後 一層 拡 大す るもの と考 えら

れます。

A業 界標準B業 界標準C業 界標準

メッセージ メッセージ メッセージ

闇
B社

團
羅

図 表4Cll標 準 とCll-EDIサ ー ビス
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それで は、 わが国においてEDIは どの程度 普及 してい るので しょうか。

単 にオンラインによる情報交換 を行 っている企業数で比較すれば、米国

と同 レベル にあるわが 国ですが、標準的 なEDIを 利 用 して い る企 業数 と

な る と、 米 国 と比較 して少ないのが実情です。

わが国では、CII標 準 の採用 を決定 した業界 が増 え、標準EDIの 枠 組 が

整備 され て きてい ます が、 米国ではANSIX.12と 呼 ばれ る国内標 準 の初

版 が10年 以 上 前 に公 開 され、 当 時、 業界 内部でEDIの 標 準 化 につ い て検

討 を進 め て いた 自動車業界 と鉄鋼業界 の国内取引に採用 されたのをきっ

かけとして、他の業界 を含 めて広 く利用 されるようにな りま した。 この

ように、米 国で は標準 的なEDIの 重 要性 が 早 くか ら理 解 され、 着 実に

EDIを 社 会 的 なイ ンフ ラス トラクチ ャ として整備 して きた経緯 があ りま

す。

情報ス ーパ ーハイウェイ構想 を提唱 してい る米国現政権 の リーダは、

このEDIを さ らに一歩 進 め、CALS(生 産 ・調 達 ・運用支援 統合情 報 シス

テ ム)やECと い った枠 組 の 中で国家 的 な情報 インフラス トラクチ ャとし

て整備すべ く、広範 な活動 を政府 と民 間が連 携 して推進する ことを呼 び

かけています。

(参考)米 国のEDI標 準 を現在 のANSIX.12か ら国連 の場で検討 されてい る国際標準UN/EDIFACT

へ 移行 する問題 は、1994年 か ら1995年 にかけて活発 に議論 され ま したが、EDIユ ー ザーで ある産 業界

の意向が大 きく反映 され、ANSIX.12の 開発(主 と して トランザクシ ョンセ ット)・ 維持は引 き続 き

行 われ るこ とにな り、1997年 か らのUN/EDIFACT移 行 計画は見送 られま した。 しか し、同時に米 国

はUN/EDIFACTペ ー スの国連標準 メ ッセージの 開発 も行 い、PAEB(汎 米EDIFACTボ ー ド)を 通 じ

て新規 メッセージの開発 要求の提 出 と、米国の ビジネスニーズ に合 う ように国連の標準 メッセージへ

の変更要求 も提 出 してい く、 とい う方 向とな りま した。
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EDゾが拓 ぐ新 情報 ネ ッ ♪ワーク社 会

tg60年 代'

後 半

1970

日 本

・日本チェーンス トア協会(JCA)

「チ ェーンス トア統一伝票」制定

(1970)

・JCA「JCA(J)手 順 」制定(1980)

・通産省が 「ビジネスプロ トコルの標準

化」を提言(1984)

「電子計算機 の連携利用に関 する指

針」 制度創設(1985)

(財)日 本 情報処理開発協会内に

産業情報化推進センター(Cll)

を設 置(1985)
・8事業分野の連携指針告示

(1986～1990)

「日AJ取 引情報化対応標準1A」 発表

(1988)

・JCA「JCA-H手 順」制定(1991)

「Ctlシンタックスルール試作仕様

1.00」 公 開(199t}

・ファイル転送用新手順 「F手順」仕様

書(暫 定版)発 行(1991)

「EDICOM'92」 開催(1992)
・EDI推 進 協議会(JEDIC)設 立(1992)

・Cll-EDIサ ー ビス運用ガイ ドライン

.公表(1993)

「EDIフ ォーラム'94」 開催(1994)

・連 携指針告示(計12事 業分野)(f995)

・CALS技 術 研究組合

(NCALS)設 立(1995)
・電 子商取引実証推進協議会

(ECOM)設 立(1995)

米 国 ・国 連

・ANSIX .12委 員 会 設 置(1979)

・AIAG注1)に よ る 標 準 化 活 動 開 始

(1980》

・ 「ANSI× .12標 準Ver.1」 制 定(1983)

・国 連 「UN/EDIFACT」 開 発 開 始(1986)

'「ANSIX .12標 準Ver.2」 制 定(1986)

「ANSIX.12標 準Ver.3」 制 定(1990)

・国 連 「新EDIFACT」 改 訂 作 業 進 む

(1995-1996)

「ANSI×.12標 準Ver.4」 制 定 予 定

(1997)

注1)米 国の自動車メーカおよびサプライや数百社で構成する業界団体

図表5EDI標 準化 の歴史
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6.EDIを い か に 活 用 す る か(1)一 コス ト削 減 －

EDIを 導 入す る こ とに よ り、企 業間 取 引の正確性お よび迅速性が飛躍

的に向上 します。その結果、 「人件費 の削減」、 「事務処理 の正確性 ・

迅速性の向上」、 「発注か ら納期 までの期間(リ ー ドタイム)短 縮」 、

さ らには 「在 庫 の削 減」 などの具体的な効果 を期待することがで きます。

今 日、 わが国の企業は事務 間接部門(ホ ワ イ トカラー)の 合 理化 が急

務 で あ る と言 わ れてお ります。EDIは 、 コン ピュ ー タへ の デ ー タ再 入 力

やそれに伴 う誤入力 を一掃 で きるので、米国の3分 の2と 言 われ てい るわ

が 国の 間接 部 門 の労働生産性 を改善す る一つ の鍵 になる と思 われます。

産業情報化 推進 センターで は、EDI導 入 に よ り間接 部 門 の生産 性 が10%

改善 す れ ば、 日本全 体 で約10兆 円の削 減効 果 が期 待 で き る、 と試算 して

います。

EDIで 本 格 的 に部 品調 達 を行 って い る家電メーカの例では、EDIの 導

入前 後 で 、部 品発 注 か ら受 注 までのリー ドタイムが6日 か ら1日 に短縮 さ

れ、伝 票1件 当 た りの コス トが200～300円 か ら1円 に削減 され ま した。 さ

らに、事 務処理 に伴 う精度 も飛躍的に向上 し、 トラブル件数 が大幅 に減

少 しま した。

「在庫 の削減」効果 は、EDIを 活 用 した様 々な ビジ ネス プロ セスを通

じて実現可能です。あるチ ェーンス トアでは、各店舗でのPOS・ne報 を メ

ー カ とオ ンライ ンシステ ム で交換す ることで単品管理 を厳密化 し、在庫

の削減 に成功 しています。 その結果、 この企業は高利益率を生み出す企

業体質を維持 しているのです。
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企業が価値 を生み出す活動(ビ ジネス プ ロセス)を 、根 本 的 に再構築

(業務 革新)し よ う とす る ビジ ネス プ ロセ ス リエ ンジニ アリング㊦PR>

が注 目 されて い ます 。 このBPRを 実現 す る上 で、 極 めて重要 な ツールと

なるのが、やは りEDIで す 。

家電 メ ー カ(A社)と 部 品 メー カ(B社)の 例 で、BPRとEDIの 関係 を

考 えて み ます 。B社 は、A社 に納 品す る際 にA社 の倉 庫 に入 荷 す る もの と

します 。BPRに よ る業 務 革新 以 前 は、A社 が 自社 の倉庫 の在 庫管 理 を行

って いま した。 しか し、A社 の 倉庫 に実 際 に入 庫 す る作業 を行 うのはB

社 で あるた め 、B社 の方 が よ り正確 に在 庫管 理す るこ とがで きます。そ

こで、A社 倉 庫 の在庫 量 を正確 に把 握す るため に、在庫管理の主体 をA

社 か らB社 に移す こ とを考 え ます 。 こ こで、A社 お よびB社 の 中で行 われ

る業務 を見 直 す 一方、EDIに よ り、A社 か らB社 に見 込情報 、 コ ック引 当

計画 情 報、入荷情報 、 コック引当時(出 庫)の 検 収情報 を、逆 にB社 か

らA社 に 出荷 情 報(納 品)を 迅速 か つ正確 に伝 える ことがで きるように

な ります。

この例では、在庫 の最適化 と欠品の防止 を実現 し、さらにB社 に とっ

て売 上 計 上 が早期 にで きるようにな りました。このように、BPRを 成功

させ る上 で必 要 とな る迅速 かつ正確 な企業 間の情報交換 は、EDIを 導 入

す るこ とに よ り比較 的短期 間で実現す ることが可能 とな ります。

(参考)組 立メーカが、部 品メーカか ら必要個数の部 品をあらか じめ購入 してか ら使用す るのでは

な く、組立メ ーカの倉庫(ま たは、製造 ライン)に 部品メーカが部品を常備 しておき、組立 メーカは

使 った数分の部品の代金 を部 品メーカに支払 う方式 をコック方式 といい、部品メーカの持ち込 んだ部

品を貯蔵す る倉庫 をコック倉庫 といい ます。
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EI)1が 拓 ぐ新 情報 ネ ッ たワーク社会

この ようにBPRを 進 め る際 に、実 際 に実現 可能 なビジネス プロセスの

範囲 を広げ る有効なツ ールの一つ と して、EDIを 位 置 づ ける こ とが で き

ます 。今 後 、企業 をまたが るビジネス プロセスは、受発注業務 をきっか

け として、物流、そ して業際化へ と幅広 く展 開 してい くもの と予想 され

ます。そ う したビジネスプロセスを実現する中で、EDIの 重 要性 も一 層

増 大す る もの と考 え られ ます。

図表7BPRとEDl
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8.企 業 に求 め られる新 しい意識 ビジネスのオープン化

企 業間ネ ッ トワークを構築す る道具 と してのEDIの 普 及 と ともに、新

た に求 め られ る企業意識 について考えてみます。

EDIが 社 会 的 イ ン フ ラス トラクチ ャ として整備 されてい く中にあって

は、開発 コス ト面 か ら見て も、拡張性の面か ら見 ても、独 自ネッ トワー

クを拡大す るという方針 は変更せ ざるをえな くな ります。社 会的インフ

ラス トラクチ ャとして構築 され たEDIを 、 企 業活動 の中 に どの ように活

用 してい くかが重要 になってきます。

企業間ネ ッ トワークの構 築 目的は、 「取引相手の囲いこみ」や 「情報

の囲い こみ」ではあ りませ ん。 まず取引相手 の範囲を定め、 その中で情

報交換 を行 うことで他社 との差別化 を図ろう とす る考 え方 も、従来一部

にはあ りま したが、今後 はむ しろ、積極的に情報発信 を行い、信頼でき

る取引相手 を柔軟 に拡大 してい くことが重要になって くると思われます。
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EDIが 拓 ぐ新 情報 ネ ソ ♪ワーク社 会

自社 オンライ ンシステム

の拡張
社会的 インフラス トラク

チャであるEDIの 活用

競争原理 による取引相手

囲いこみの道具 としての

EDl
8辮 ～'

経営革新 ・業務革新のため

の道具 としてのEDI

企業間で必要な情報の

交換 ・共有

図表8取 引の オープン化
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9.企 業 に 求 め られ る 新 しい 意 識(2)一 企業連携 と国際化 ・

企業連携と国際化への取 り組みも、企業に求め られる新 しい意識とし

て挙げることができます。

す でに、BPRの 例 で見 た ように、EDIを 活 用す る こ とで、企 業 間 にま

たが った合理化 を推 し進めることがで きます 。取引相手 との連携による

業務 の効 率化 は、 自社内における効率化 より、一層大 きな効 果が期待で

きます。取引相手 と自社 との相互情報交換のためのインタフェースをオ

ープンに し、その上で、その情報を有効に活用で きる業務の見直 しが積

極的に行 われるようになる と思われます。そ して、業界 をまたがった情

報の交換 ・共有 と業務の再構築について も、 よ り高い付加価値 を生み出

す可能性があるもの と考 え られます。

EDIは あ らゆ る業 界 、 また 、 あ らゆ る国の企業 との柔軟な情報交換 を

促進す るインフラス トラクチャとなる可能性 を秘 めています。今後、わ

が国 の企業が 、国際取 引にEDIを 導 入 す る場 合 、商(取 引)慣 行 の違い

を克 服 し、EDIに よ る情 報交 換 を通 じたオー プ ンな取引 を、海外企業 と

積極的 に進めて行 くことが必要と思われます 。このことは、不透明な取

引や ビジネス障壁 に関連 して、海外 か らわが 国に向けられる批判 に対す

る一つの有効な回答 になると考 えられます。

EDIは これ までVANを 用 い て運用す るのが 一般 的で したが、今後 は、

よりオー プンなネッ トワーク環境であるパソ コン通信やインターネッ ト

上で のEDIも 具 体化 して くるで し ょう。 そ のための、ソフ トウェア等 も

既 に開発 ・提供 されて きて お り、それぞれの 目的 に適合 した環境 を選択

で きる時代 になって きました。
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EDrが 拓iぐ新 惰F報ネ ソ ♪ワーク社 会

自社内の効率化
…織 灘 馨轡

企業間の連携による
効率化

図表9企 業連携と国際化
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10.EDIの 導 入 に 向 け て

EDIを 導入 す るた め には、社 内各部 門 の協力 と調整が必 要 とな ります。

受発注業務一つをとってみ て も、資材部門、営業部門、情報 システム部

門、経理部 門、法務部 門、監査部門などの連携 によって、 は じめてEDI

は実現 され る こ とに な ります 。

ま た、EDIは 、 自社 の 業務 革新 のため にBPRを 推 進 す る ときの強力 な

ツ ー ルの一つ に もな ります。す なわちEDIの 導 入 を契機 と して、 その企

業 に とって これまでにない構造的な変革 をもたらす ことがあ り得 ます。

以上の点か ら、EDIを 導 入 ・活用 す る際 に は、 関連 部 門を統轄する立

場 と しての経営者に、EDIの 意 義 を理解 し、 強力 な リー ダー シップを発

揮 して頂 くことが最 も重要です。EDIを 活 用す る ビジ ョン とEDI導 入 に

向 け ての全 社 的 な動 機 付 け、 さ らには、 関連す る部署 にお けるEDI導 入

に対 す る 目的意識 の定着 、 これ らを経営者の リー ダーシップの下で達成

する ことがで きれば、企業活動の有効な ツール としてのEDIの 導 入 に成

功す る こ とになるで しょう。

■
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」ED1が 防 ぐ新 情 報 ネ ッ ♪ワ一一ク社 会

図表10EDIで 実現 する世界 共存社会
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ANSI:

AmericanNationalStandardsInstitute;ア メ リ カ規 格 協 会

BPR:

BusinessProcessReengineering;ビ ジ ネ ス プ ロ セ ス リ エ ンジ ニ ア リ ン グ

CALS:

ContinuousAcquisitionandLife-cycleSupPort;

生 産 ・調 達 ・運 用 支 援 統 合 情 報 シ ス テ ム

CommerceAtLightSpeedの 意 味 で も用 い る こ とが あ る。

cn:

CenterfortheI㎡formatizationofIndustry;産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー

EC:

ElectronicCommerce;電 子 商 取 引

EcOM:

ElectronicCommercePromotionCouncilofJapan;電 子 商 取 引 実 証 推 進 協 議 会

EDI:

ElectronicDataInterchange;電 子 デ ー タ交 換

JEDIC:

JapanElectronicDatalnterchangeCouncil;EDI推 進 協 議 会

JH)DEC:.

JapanlnformationProcessingDevelopmentCenter;(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

NCALS:

NipponCALSResearchPartnership;CALS技 術 研 究 組 合

PAEB:

PanAmericanEDIFACTBoard;汎 米EDIFACrボ ー ド

UN!EDIFACT:

UnitedNationsRulesforElectronicDataInterchangeforAdministration,Commerceand

Transport;行 政 、 商業 、 運輸 の た めの電子 デ ー タ交 換 に関す る国連規 格

VAN:

ValueAddedNetwork;付 加 価 値 通 信 網
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